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エグゼクティブサマリー
2018年9月17日、米国通商代表部（United States Trade Representative、以下
「USTR」）は、2018年9月24日以降、（最恵国関税に上乗せして算出される）10%
の追加関税（従価方式）の適用対象とする中国原産品のリスト第3弾（以下、「米国
リスト3」）1を発表しました。米国リスト3に掲載された品目に適用される追加税率
は、2019年1月1日以降、25%に引き上げられる予定です2。追加関税の影響を受
ける品目は広範囲に及びますが、当初案では追加関税の対象とされていた一部の
消費財やその他のカテゴリーの製品は、後述の通り、一部又は全部がリストから削
除されています。

中国原産品に追加関税を賦課するUSTRの一連の措置は、米国の知的財産の 
強制移転に関連する中国の行動、政策、慣行に関する調査結果に基づいたもの
です3。米国は、当該調査の結果を受け、1,000以上のタリフライン（関税番号）
を対象に25%の追加関税を賦課することを発表しました4。米国税関国境警備局
（United States Customs and Border Protection、以下「CBP」）は、2018年7
月6日以降、リスト第1弾（以下、「米国リスト1」）に含まれる年間340億米ドル相当
5の中国原産の輸入品818タリフライン6を対象に、また、2018年8月23日以降は
新たにリスト第2弾（以下、「米国リスト2」）に含まれる年間160億米ドル相当の輸
入品279タリフライン7を対象に追加関税を徴収しています。
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一方、中国は米国の2度の追加関税に対する対抗措置とし
て、2018年7月6日以降、リスト第1弾（以下、「中国リスト1」）に
含まれる年間340億米ドル相当の米国原産の輸入品545タリ
フライン8を対象に、次いで、2018年8月23日以降は、さらにリ
スト第2弾（以下、「中国リスト2」）に含まれる年間160億米ドル
相当の333タリフライン9も対象に、25%の追加関税を徴収し
ています。USTRによる米国リスト3の策定は、中国リスト1及び
中国リスト2に対する対抗措置となります10。

同時に、USTRは8月23日以降実施されている米国リスト2に係
る適用除外申請手続きも発表しました。当該手続きは米国リス
ト1の要件に基づくもので、最終製品の製造に用いられる中国
原産の部品に係る報告基準が追加されています。適用除外を
希望する輸入者は、12月18日までに申請書を提出することと
されています。

詳細

米国リスト3
米国リスト3は、対中貿易に係わる2,000億米ドル相当の
5,745タリフライン（タリフライン内の特定品目のみを対象と
するものも含む）11で構成されます。当初案には6,031タリフ
ラインが含まれていましたが、6週間の通告・意見募集期間及び
6日間の公聴会を経て、USTRが当初案から297タリフライン
を削除しました。9月17日発表のUSTRの声明には、「スマート
ウォッチ及びブルートゥース機器、米国内で製造されている品
目の原材料となる一部の化学品、繊維及び農産物、特定のヘル
スケア製品及び自転車用ヘルメット等の安全製品、自動車シー
トやベビーサークル等の子供用安全器具」等の製品群を追加
関税の対象リストから削除する旨が記載されています。他方で
は、今回発表されたリストには、以下の2タリフラインが追加さ
れています。

• 23011000: 肉又はくず肉の粉、ミール及びペレット（食用
に適しないものに限る）並びに獣脂かす

• 27090010: API度25未満の石油及び歴青油（原油に限る）

米国リスト3の適用対象製品は米国リスト1及び2よりも広範
で、米国関税率表（HTSUS）の（全99類中）80類にわたります。 
第30類の医薬品、第61類から第64類の衣服及び靴製品がリ
ストに含まれていないことが注目されますが、一方、帽子やハン
ドバッグ等の消費財、自動車部品、各種機器、テレビ、電池、コン
ピューター部品及びネットワーク・ルーター、家具、布（織物）、食
品、化学品及び殺虫剤（農薬）、鉱物、機械、鉄鋼及びアルミニウ
ム製品、半導体組立装置等は含まれます。

米国リスト3は二つのパートに大別されます。パート1には
5,734タリフラインが含まれ、これらのタリフラインに分類さ
れるすべての品目が追加関税の対象となります。一方、パー
ト2は関税番号8桁レベルで11品目を規定したうえで、その
うち対象外とする品目を関税番号10桁で示しています。例え
ば、HTSUS番号9401.80.60の腰掛けを追加関税の対象とし
たうえで、HTSUS番号9401.80.6021及び9401.80.6023
に分類されるチャイルドシートは対象外としています。そして、
パート2には、HTSUS番号8517.62.0090が掲載されていま
すが、この関税番号は現行の関税率表にも、過去の関税率表に
も記載されていません。USTRは、HTSUS 8517.62.0050に
分類されるスマートウォッチ及びブルートゥース機器を最終リス
トから削除する旨を発表しているため、8517.62.0090は誤
植で、正しくは8517.62.0050であるということかもしれませ
ん。あるいは、これが誤植ではないとすれば、CBPが適用対象製
品を特定しやすくするようにとの配慮から、新しいHTSUS番号
を創設することを意図している可能性があると思われます。

米国リスト3 の概要
ランク 類 内容 タリフライン数

1 第29類 有機化学品 693

2 第3類 魚類及び甲殻類、軟体動物及び
その他の水生無脊椎動物 275

3 第28類
無機化学品及び貴金属、希土類
金属、放射性元素又は同位元素
の無機又は有機の化合物

231

4 第52類 綿及び綿織物 230

5 第48類 紙及び板紙並びに製紙用パルプ、
紙又は板紙の製品 222

6 第85類

電気機器及びその部分品並びに
録音機、音声再生機並びにテレビ
ジョンの映像及び音声の記録用
又は再生用の機器並びにこれら
の部分品及び附属品

213

7 第84類 原子炉、ボイラー及び機械類並び
にこれらの部分品 196

8 第44類 木材及びその製品並びに木炭 180
9 第38類 各種の化学工業生産品 142

10 第7類 食用の野菜、根及び塊茎 143
その他の類（70類） 3220
総計 5745
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米国リスト2の適用除外申請手続き
確定版の米国リスト3発表と同日、USTRは米国リスト2の適用
除外申請手続きを発表しました。米国リスト1の適用除外申請
手続きと同様、申請者は申請対象製品の物理的特性に基づき、
申請対象製品を同じ関税番号（8桁レベル）に分類される他の
品目と区別する必要があります。また、申請者は、申請対象製品
に適用される10桁の関税番号と、申請者が過去3年に渡り、各
年に購入した中国原産製品の量及び金額を提示しなければな
りません。適用除外申請は、製品ごとに提出する必要がありま
す。さらに、申請対象製品が最終製品として販売される場合、申
請者は、申請者の2017年の総売上において中国原産製品が
占める比率（%）を提示しなければなりません。また、申請対象
製品が最終製品の製造に用いられる場合、申請者は、当該最終
製品の製造総費用において中国原産の輸入部品が占める比率
（%）及び申請者の2017年の総売上げにおいて当該最終製品
の売上げが占める比率（%）を提示しなければなりません。

また、申請者は、米国リスト1の適用除外申請手続きと同様、以
下の要素を考慮した適用除外の正当化事由を申請に含める必
要があります。

• 申請対象製品の中国国外からの入手可能性

• 除外申請が却下された場合に生じうる、申請者又はその他
の米国の利害関係者等に与える損害

• 申請対象製品が戦略的に重要な製品であるか、又は中国政
府が掲げる「メイドインチャイナ2025」もしくはその他の産
業振興策に関連するものであるか

さらに申請者は、除外が認められた場合のCBPによる管理の容
易性等、申請に関連するその他のあらゆる情報を提出すること
ができます。

適用除外手続きに係る重要日程及び特徴は以下の通りです。

• 適用除外申請は2018年12月18日まで提出することがで
き、当該申請がUSTRに認められた場合、追加関税が発効し
た2018年8月23日まで遡って除外が適用される

• 適用除外の有効期間は、除外の決定を記載した官報の発行
から一年間とする

• 適用除外申請の公告が米国政府のウェブサイト（www.
regulations.gov）上に掲載された後、申請に賛成又は反対
の意見を表明するパブリックコメント期間として14日間が
認められる。14日間の期間の終了後、利害関係者には、受領
した賛否の意見に回答する期間として7日間が認められる

2018年9月17日のUSTRのプレスリリースに、申請手続きに 
係る以下の詳細内容が含まれています。

• 業務上機密情報を含む申請の方法等の電子媒体による適
用除外申請の詳細な指示

• 適用除外申請に関連する意見及び回答の提出に係る詳細
な指示

• すべての提出に係る様式及び認定要件

今後予想される展開
米国リスト3の決定に対し、中国は新たに米国原産の輸入品に
賦課する関税の決定及び実施を発表し、2018年9月24日以
降、関税を徴収しています（以下、「中国リスト3」）。中国リスト3
は2018年8月3日に発表され、600億米ドル相当の米国原産
の輸入品5,207タリフラインに5%又は10%の追加関税が賦課
されます12。中国リスト3は、液化天然ガス、自動車部品、医療機
器、各種機械、家具、鉱物、化学品、皮革製品、木材製品並びに
肉、コーヒー、ナッツ、アルコール飲料等の食品及び飲料が含ま
れます。中国リスト3の確定版に含まれる追加関税適用対象製
品群は、当初提案されたものと変わりません。

米国政府は、2018年9月17日、中国政府による中国リスト3の
発表に先立ち、中国が報復関税で対抗し続けるなら、2,670億
米ドル相当の中国原産の輸入品に対して新たに追加関税を賦
課する旨の発表を行いました13。「フェイズ3」と称されたこのリ
ストは、実質的に中国原産のすべての輸入品を含むものとなる
でしょう。

企業に求められる対応
米国と中国の貿易に携わる企業は、追加関税の潜在的な影響
を特定し、関税節減策を設定することが重要です。企業が今す
ぐ実行できる対応策には、以下が挙げられます。

• 影響を受ける製品の範囲、潜在的なコスト、及び代替的な調
達先を十分に理解し、関税プランニング等、影響を軽減でき
る可能性を見極めるため、自社のサプライチェーン全体を
把握する

• 保税倉庫、自由貿易地域（FTZ）、代替関税還付制度
（substitution drawback）、HTSUS第98類及び中国の関
税法令上の同様のプログラム等、追加関税の繰延、削減又
は還付のための戦略を特定する

• 追加関税の対象となる輸入品について、関税評価額のプラ
ンニング（移転価格に関するアプローチの見直し、米国に輸
入する物品についてはファーストセールの活用等）を検討}
する

http://www.regulations.gov
http://www.regulations.gov
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